
平成20年（2008年）10月26日　こうとうの女性No.29 2

●「変えてみよう働き方～パパ！子育てしていますか？」～11月は八都県市（埼玉県､千葉県､東京都､神奈川県､横浜市､川崎市､千葉市､さいたま市）合同の仕事と家庭生活の調和 (ワークライフバランス )推進キ
ャンペーン月間です。【ワークライフバランス実践アイデア募集】少しの工夫で誰もがワークライフバランスを実践できるようなアイデアを募集しています。
　募集〆切：平成20年12月1日（月）　  八都県市「仕事と子育ての両立支援検討会」事務局☎048-830-3343問

仕事と生活の調和の実現に向けて
（ワーク・ライフ・バランス）

－誰もがいきいきと活躍できる
　　｢男女共同参画社会｣につながります－

家庭生活

地域活動

仕　事

健康・休養

趣味・学習

　仕事は暮らしを支え、生きがいや喜びをもたらしますが、家事・
育児、地域活動、自己啓発なども暮らしには欠かせません。
　誰もが自分の希望を叶え、いきいきと様々な活動をして活躍する
ことは、人生の生きがい、喜びとなります。

内閣府
仕事の生活の調和推進室／男女共同参画局

（内閣府配布パンフレットより）
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Ⅰ 仕事・働き方
Ⅱ 家庭生活
Ⅲ 地域・社会活動
Ⅳ 学習や趣味、娯楽等
Ⅴ 健康・休養（2002年＝100）
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「創業」は決して簡単なことではありませんが、一歩
ずつ前進することで、つかめるチャンスはたくさん
あります。あなたの将来の夢を叶えるための最初の
一歩として、このセミナーをご利用ください。

①当然のことですが、育休は男女とも取得できるものです。労働基準法の「育児時
間」と混同し、女性のみを対象としている規定をごくまれにみかけますが、男女とも
対象とするよう改正が必要です。

②夫婦のどちらかしか育休は取得できないとする規定は、以下の観点から見直しが
必要となります。

　配偶者が育休であることを理由に育休申し出を拒むことができるのは、「配偶者が
常態として子を養育できる場合は育休できない」とする労使協定（事業所単位）が
ある場合のみです。

　上記労使協定がある場合でも、女性の産休中は「常態として子を養育できる場合」
には該当しません。すなわち、母親である女性の産休中に、同時に父親である男性
が育休を取得することは可能です。

　また、同一の子について夫婦が「順番に」育休を取得することは、労使協定の有無
にかかわらず可能です。

Q：男女とも育児休業（育休）を取得できる規定となっているか？
①女性のみ取得できる規定となっている
②夫婦のどちらかのみしか取得できないと規定している
③男女とも取得できる規定となっている

あなたの会社の育休をチェック！！

解説

東京労働局 雇用均等室｢育児介護休業法規定のチェック！と解説｣に基づき作成
本書の申込書は東京労働局HPトップページ「トピックス一覧へ」をご覧ください。
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ス」推進月間
「ワーク・ライフ・バランス」とは、仕事と生活をバランスよく
調和させることです。内閣府は、仕事と生活の両立の実
現を めざし、今年を「ワーク・ライフ・バランス元年」と位
置づけ、東京労働局は11月を「ワーク・ライフ・バランス」
推進月間としています。


